
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

9 9 達成 9

H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

Ｈ２４

部局 林務部

1　林業再生の実現 実施期間 H11 ～

事業番号 09 02 02 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 森林組合等活性化対策事業費森林組合等活性化対策事業費森林組合等活性化対策事業費森林組合等活性化対策事業費
担

当

課

1-4　森林を活かす力強い林業・木材産業づくり

森林組合、生産森林組合及び入会権者等への助言及び指導を地域の実状に併せて実施することにより、地域林業の活性化を図る。

目標：平成32年度　素材生産量　75万㎥

○森林組合（9組合）　素材生産に重点をおいた森林整備が必要となってきている。

○生産森林組合（142組合）　林業・木材業界が厳しい中、経営への意欲が薄れつつある組合もある。

○入会林野（1,201集団）　所有権が明確になっていない場合もあり、経営等を行うにあたり問題が多く残っている。

目指す姿

現状

課・室 信州の木振興課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail ringyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

○森林整備の中核的な担い手である森林組合について、組合員等からの要望に応え素材生産に重点をおいた森林整備等が適切に

実施されているか等、検査を9組合において実施する。

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算）

【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 森林組合法（第111条第4項、第117条）

入会林野等に係る権利関係の近代化の助長に関する法律（第17条）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

県が関与

する理由

■法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　

249 235 249

249

9

事業内容

森林組合への検査、生産森

林組合・入会権者等への助

言・指導

直接

森林組合法第111条に基づく森林組合への検査　　9

組合

生産森林組合、入会権者等への指導　　　　　　　 　 2

団体

成果目標の達成状況

項目

森林組合への検査

合計

合計（A) 1,012

（当初）

436 249 249

249 235 249

436 249

249 249

予

算

額

前年度繰越

当初予算 1,012

補正予算

968 393 235 249

24242424年度年度年度年度 25年度

概　算

人件費

7.00 0.70 0.50 0.50

57,806

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度

Aの

財源

500

512 436

5,781 4,129 4,129

4,378 概算事業費（B（A）+C） 58,774 6,174 4,364

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

上記の様な指示事項が見受けられ、引き続き森林組合に対し、合法性・合目的性・合理性の観点から検査を実施する必要がある。

目標に対

する成果

の状況

森林組合に対する検査を目標どおり9組合に対して実施し、業務管理体制の強化、具体的な中・長期計画の策定（精査）と実行確保や計

画的な施設整備等について指示を行った。


